
別紙１ 事業者登録票（第２号様式）の記入例及び記入要領 

 
 

・ 事業者登録票をこの記入例及び記入要領に従って記入（入力）してください。 

・ この記入例及び記入要領に従って記入（入力）されていない場合には、市が訂正を行う場合

がありますので、あらかじめご了承ください。 

 

【記入例】 

第２号様式（第７条第１項第１号及び第２項第１号）                  （Ａ４）  記入要領 

参照番号 横浜市木造住宅耐震改修促進事業 事業者登録票  

登録番号 000 ← １ 

登録区分 設計 ・ 施工   

事業者名、代表者名フリガナ カブシキガイシャ○○コウムテン ダイヒョウトリシマリヤク ○○ ○○   

事業者名、代表者名 株式会社○○工務店 代表取締役 ○○ ○○ ← ２ 

所在地 〒000-0000 ○○区○○○１－２－３ ← ３ 

電話番号／ＦＡＸ番号 045-000-0000／045-000-0000   

定休日 ○曜日   

支
店
・営
業
所
等 

名称 ○○○店 ← ４ 

所在地 〒000-0000 ○○区○○○１－２－３ ○○ビル○階 ← ５ 

電話番号／ＦＡＸ番号 045-000-0000／045-000-0000   

定休日 ○曜日   

Ｅメール xxxxx@city.yokohama.jp   

ホームページ http://www.city.yokohama.lg.jp/   

設計 

建築士事務所登録 
番号 （一級）建築士事務所（神奈川県知事）登録第 000000 号 ← ６ 

名称 株式会社○○工務店一級建築士事務所 ← ７ 

耐震診断法の 

対応可否 

【精密診断型】  可 ・ 不可 ・ 要問合せ 

← 

８ 

【一般診断型】  可 ・ 不可 ・ 要問合せ ９ 

【壁量充足型】  可 ・ 不可 ・ 要問合せ 10 

施工 建築工事業に関する建設業許可番号 （神奈川県知事）許可（般－00）第 00000 号 
← 

11 
← 

   

補助制度利用実績 
設計  あり ・ なし ← 12 

施工  あり ・ なし ← 13 

省エネ改修工事の 

受注可否 

設計  可 ・ 不可 ・ 要問合せ ← 14 

施工  可 ・ 不可 ・ 要問合せ ← 15 

見積書作成方法 

及び作成費用 

設計 概算見積り：  無料   精密な見積り：  要問合せ 
 

16 

施工 概算見積り：  無料   精密な見積り：  約 10 万円～15 万円 17 

設計費・工事費の支払い方法・時期 着手時、工事完了時、補助金交付時に１／３ずつ ← 18 

特色・ＰＲ・写真等 

改修工事を主な業務内容としており、設計から施工まで一貫し

て対応いたします。耐震診断の計算方法を熟知した担当者も

所属しており、現地を詳細に確認した上で、耐震改修の計画作

成にあたります。補助制度を利用した物件も多数実績があり、

耐震改修の資金計画や工事中の仮住まいの相談もお受けいた

します。  

← 19 

 

耐震改修担当者 

【設計区分】【施行区分】共通 



【記入要領】 

・ パソコンでの入力の書体は、『ＭＳＰ明朝』又は『ＭＳ明朝』を用い、全角（ただし、Ｅメ

ール及びホームページアドレスは半角）で入力してください。 

・ パソコンでの入力文字サイズは『10.5～11 ポイント』としてください。また、文字幅の縮

小は 50％まで可とします。 

・ 該当箇所をパソコンで囲う欄は、ワードの「囲み線」を使用し、囲ってください。 
 

 
 

 

 

参照 

番号 
項目 記入方法等 

１ 登録番号 

これまでに登録事業者であったことがある場合の

み、登録番号を記入してください。これまで登録を

受けたことがない場合は、記入不要です。 

２ 事業者名、代表者名 

【法人での登録の場合】 

事業者名は法人登記上の商号又は名称等とし、代表

者名は代表権のある者としてください。（「代表取締

役 ○○ ○○」、又は「取締役 ○○ ○○」等と

記入してください。）   
 
【個人事業主での登録の場合】 

原則として事業者名を、建築士事務所の名称（設計

区分での登録の場合）又は、建設業の許可を得てい

る商号又は名称等（施工区分での登録の場合）と同

一としてください。また、代表者名には、個人の氏

名を記入してください。 

３ 所在地 

所在地の郵便番号を記入し、所在地を区名から記入

してください。 
 
【法人での登録の場合】 

所在地は登記上の本店又は主たる事務所（以下、単

に「本店」といいます。）の所在地としてください。 
 
【個人事業主での登録の場合】 

建築士事務所の所在地（設計区分での登録の場合）

又は、、建設業の許可を得ている所在地（施工区分で

の登録の場合）と同一としてください。 

 
 
 
 
 
 

【囲み線】 

囲う箇所を選択し、ここをク

リックします。 



【支店・営業所等】 

４及び５の「支店・営業所等」の欄は、区ごとに作成される登録事業者名簿について、本店以

外に、支店・営業所等の掲載を希望する場合に記入してください。 

この場合、事業者登録票を本店の分及び掲載を希望する支店・営業所の分を作成し、提出して

ください。（登録事業者名簿に、本店での記載を希望せず、支店・営業所等のみでの掲載を希望

する場合は、掲載を希望する支店・営業所等の分のみの提出で支障ありません。） 

４ 支
店
・
営
業
所
等 

名称 
「支店・営業所等の名称」は、「○○○店」又は「○

○○営業所」等と記入してください。 

５ 所在地 
４で記入した支店・営業所等の所在地を、「区名」

から記入してください。 

【設計】 

６～10 の「設計」の欄は、設計区分の事業者登録申請を行う場合に記入してください。 

（当該申請を行わない場合は、記入しないでください。） 

６ 

設
計 

建築士事務所登録／番号 

建築士事務所登録の登録番号を記入してくださ

い。最初の（ ）には、「一級」、「二級」又は「木

造」と記入し、次の（ ）には、「神奈川県知事」、

「東京都知事」又は「大臣」等と記入してくださ

い。 

７ 建築士事務所登録／名称 
建築士事務所登録の建築士事務所の名称を記入

してください。 

８ 
耐震診断法

の対応可否 

【精密診断型】 

設計区分で登録を希望する場合、「精密診断法１」

による耐震診断の計算書等の提出が要件となっ

ているため、【精密診断型】の対応可否は、いずれ

の業者も「可」とします。 

９ 【一般診断型】 各耐震診断法の対応可否について、該当するもの

を囲ってください。 10 【壁量充足型】 

【施工】 

11 の「施工」の欄は、施工区分能事業者登録申請を行う場合に記入してください。（当該申請

を行わない場合は、記入しないでください。） 

11 
施
工 

建築工事業に関する 

建設業許可番号 

建設業許可の許可番号を記入してください。最初

の（ ）には、「神奈川県知事」、「東京都知事」又

は「大臣」等と記入し、次の（ ）には例として

「般－25」又は「特－25」等と記入してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



12 

補助制度 

利用実績 

設計 

設計区分で登録する場合のみ記入してください。 

過去に、横浜市木造住宅耐震改修促進事業において、

代表となる設計者として、木造住宅の耐震改修工事

の計画をたて、かつ、当該計画に基づき耐震改修工

事の工事監理を行った実績がある建築士が当該事業

者に所属している場合は、「あり」を囲ってください。

所属していない場合には、「なし」を囲ってください。 

なお、提出する「耐震改修実績書（第５号様式）」の

「２ 実績の内容」と整合させてください。 

13 施工 

施工区分で登録する場合のみ記入してください。 

過去に、横浜市木造住宅耐震改修促進事業において、

木造住宅の耐震改修工事の施工を行った実績がある

者が当該事業者に所属している場合は、「あり」を囲

ってください。所属していない場合には、「なし」を

囲ってください。 

なお、提出する「耐震改修実績書」の「２ 実績の内

容」と整合させてください。 

14 
省エネ改修

工事の 

受注可否 

設計 

設計区分で登録する場合のみ記入してください。 

補助制度利用実績の有無にかかわらず、省エネ改修

工事の設計及び工事監理の受注可否について、該当

するものを囲ってください。 

15 施工 

施工区分で登録する場合のみ記入してください。 

補助制度利用実績の有無にかかわらず、省エネ改修

工事の施工の受注可否について、該当するものを囲

ってください。 

16 

見積書 

作成方法 

及び費用 

設計費 

市民の方から設計・工事の見積書の徴収の依頼を受

けた際の、見積書の作成方法及び見積書の作成にか

かる費用を記入してください。（「要問合せ」とのみ

記入することも可です。） 

設計費は設計区分の事業者登録申請を行う場合に、

施工費は施工区分の事業者登録申請を行う場合に記

入してください。（当該申請を行わない場合は、記入

しないでください。） 

なお、「概算（簡易な）見積り」とは、建築物の規模

（階数及び面積等）及び壁・屋根・基礎仕様等の簡

易な調査を基に作成する見積りのことをいい、「精密

な見積り」とは、屋根裏・小屋裏及び床下等まで詳

細に調査し、改修工事計画案をたてたうえで、作成

する見積もりのことをいいます。また、規模等の条

件を（ ）書きで添えてもかまいません。 

17 工事費 

18 
設計費・工事費の 

支払い方法・時期 

改修工事にかかる設計又は施工を受注した場合の、

当該設計費及び工事費の、支払いの時期及び支払金

額の分割方法等を記入してください。 

なお、補助金は工事完了報告後、審査及び決裁を経

た後に交付され、工事後、直ちには交付されません

ので、それを踏まえたうえで記入してください。 

18 特色・ＰＲ・写真等 

耐震改修にかかる内容を中心に、当該事業者の特色・

ＰＲを記入してください。 

写真を掲載する場合は、代表者又は担当者の写真及

び工事写真の掲載が可能です。（写真は掲載しないこ

とも可能です。） 

 


